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令和３年度葉山町各会計歳入歳出決算並びに 

       基金運用状況の審査意見について 

 

 

地方自治法第２３３条第２項の規定により、令和３年度葉山町各会計歳入歳
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により、令和３年度基金の運用状況を示す書類を審査した結果、次のとおり意

見書を提出する。 
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令和３年度分葉山町各会計決算審査意見書 

 
１ 審査の種類 
 （１）決算審査 
 （２）基金運用審査 
 
２ 審査の対象 
 （１） 令和３年度葉山町一般会計歳入歳出決算 
 （２） 令和３年度葉山町国民健康保険特別会計歳入歳出決算 
 （３） 令和３年度葉山町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 
 （４） 令和３年度葉山町介護保険特別会計歳入歳出決算 
 （５） 政令で定める書類 
      各会計歳入歳出決算事項別明細書 
      実質収支に関する調書 
      財産に関する調書 

（６） 令和３年度基金の運用状況 
 

３ 審査の期間 
  令和４年７月８日～令和４年８月１２日 
 
４ 審査の着眼点（評価項目） 
  令和３年度葉山町一般会計・特別会計歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調

書、財産に関する調書及び基金の運用状況について、計数に誤りはないか、収入支出は関係法令

に適合しているか、予算の執行は適正かつ効率的に行われたか等について着目して実施した。 
 
５ 審査の実施内容 

定期監査及び例月出納検査の結果を参考としながら、決算審査説明書に基づき、担当職員の説

明を聴取し、慎重に審査を実施した。 
  基金の運用状況については、計数の確認及び管理運用が確実かつ効率的に行われているかにつ

いて審査を実施した。 
 
６ 審査の結果 
  審査に付された各会計歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関す

る調書及び基金の運用状況に関する調書は、いずれも法令に規定された様式に従って調製され、

証拠書類を確認した結果、計数はいずれも正確であることが認められ、歳入歳出差引額は、令和
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４年度に差異なく繰越されていることを確認した。 
  また、各会計の決算内容及び予算の執行についても、概ね適正なものと認められた。 
  なお、会計別の予算執行状況等については、以下に述べるとおりである。 
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 ７ 各会計の総括  
 
  （１） 決算規模 
      各会計別の決算状況は、次表のとおりである。 
 

各会計別決算状況 
          （単位：円・％） 

12,817,355,192 13,026,803,326 △ 11.9 12,068,151,896 △ 13.9 958,651,430

国民健康保険 3,500,822,000 3,534,919,575 6.1 3,461,872,355 7.0 73,047,220

後期高齢者医療 1,113,997,000 1,100,940,495 △ 1.7 1,031,153,409 △ 1.7 69,787,086

介護保険 3,103,196,000 3,135,293,341 5.6 2,997,937,369 3.5 137,355,972

　小　　計 7,718,015,000 7,771,153,411 4.7 7,490,963,133 4.3 280,190,278

20,535,370,192 20,797,956,737 △ 6.3 19,559,115,029 △ 7.7 1,238,841,708

歳入歳出差引額予算現額 歳入決算額 伸　率 歳出決算額
区分

一般会計

合　　計

特
　
別
　
会
　
計

一般会計

伸　率

 

一般会計と特別会計を合わせた歳入歳出の予算現額は２０，５３５，３７０，１９２円で、 

これに対して、決算総額は、 

    歳入総額    ２０，７９７，９５６，７３７円  収入率 １０１．３％ 

    歳出総額    １９，５５９，１１５，０２９円  執行率 ９５．２％ で、 

歳入歳出差引額は、１，２３８，８４１，７０８円である。 

これを前年度と比較すると、 

    歳入で      １，４００，１７３，８９２円（６．３％減） 

    歳出で         １，６３７，１３１，５０７円（７．７％減）、 

それぞれ減額となっている。 
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 （２） 決算収支 

     各会計別決算収支状況は、次表のとおりである。 

 

各会計別決算収支状況 
                                          （単位：円） 

予算現額 12,817,355,192 3,500,822,000 1,113,997,000 3,103,196,000 20,535,370,192

（A） 歳入決算額 13,026,803,326 3,534,919,575 1,100,940,495 3,135,293,341 20,797,956,737

（B） 歳出決算額 12,068,151,896 3,461,872,355 1,031,153,409 2,997,937,369 19,559,115,029

（C）
歳入歳出差引額
（A－B）

958,651,430 73,047,220 69,787,086 137,355,972 1,238,841,708

（D）
翌年度へ繰り越す
べき財源

8,881,420 0 0 0 8,881,420

（E）
実質収支
（C－D）

949,770,010 73,047,220 69,787,086 137,355,972 1,229,960,288

（F） 前年度実質収支 613,293,324 94,443,081 70,513,526 71,456,970 849,706,901

（G）
単年度収支
（E－F）

336,476,686 △ 21,395,861 △ 726,440 65,899,002 380,253,387

後期高齢者医療 介護保険 合　計一般会計 国民健康保険
　　　　　　会計別
区分

 

 一般会計と特別会計を合わせた（Ｃ）歳入歳出差引額（形式収支額）は１，２３８，８４１，７０８

円で、これから（Ｄ）翌年度へ繰り越すべき財源（繰越明許費繰越額等）８，８８１，４２０円を差し

引いた（Ｅ）実質収支額は１，２２９，９６０，２８８円である。この実質収支額から（Ｆ）前年度実

質収支額を差し引いた（Ｇ）単年度収支額は３８０，２５３，３８７円となっている。 
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 （３） 町 債 
町債借入先別現在高の状況 

                                     （単位：千円） 

発 行 額 元金償還額

4,179,006 460,999 369,587 4,270,418

財政融資 3,866,380 460,999 296,315 4,031,064

（旧）郵政公社 312,626 0 73,272 239,354

1,232,091 277,960 115,928 1,394,123

35,065 55,600 4,796 85,869

182,989 0 16,649 166,340

0 0 0 0

5,629,151 794,559 506,960 5,916,750

令和3年度末
現在高

令和2年度末
現在高

一
　
　
般
　
　
会
　
　
計

政府資金

内
訳

地方公共団体金融
機構資金

県貸付金

県市町村振興協会

市中銀行等

合　　計

区　　分
令和3年度

 
 

令和３年度末の町債現在高合計は、令和３年度中の発行額が元金償還額を上回ったことから、 

令和２年度末現在高を２８７，５９９千円上回る、５，９１６，７５０千円となっている。 
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 （４） 財政構造 
   ア 歳入の構成（一般会計） 
     歳入決算額を自主財源と依存財源に区分すると、次表のとおりである。 
 

財源別歳入決算の状況 
                                     （単位：千円・％） 

決算額 構成比 伸率 決算額 構成比 伸率

１　　町税 5,765,889 44.3 △ 0.3 5,781,820 39.1 △ 0.2

14　分担金及び負担金 47,477 0.4 14.4 41,499 0.3 △ 42.0

15　使用料及び手数料 177,615 1.4 11.1 159,866 1.1 △ 8.7

18　財産収入 7,438 0.1 15.6 6,436 0.0 △ 4.5

19　寄附金 89,943 0.7 38.6 64,897 0.4 △ 10.6

20　繰入金 316,791 2.4 △ 36.8 501,499 3.4 △ 11.4

21　繰越金 765,471 5.9 51.4 505,665 3.4 8.9

22　諸収入 85,553 0.7 △ 18.7 105,182 0.7 △ 13.8

　　　　小　　　計 7,256,176 55.7 1.2 7,166,865 48.5 △ 1.5

２　地方譲与税 63,178 0.5 1.5 62,219 0.4 1.3

３　利子割交付金 3,307 0.0 △ 17.0 3,983 0.0 0.3

４　配当割交付金 49,157 0.4 46.0 33,672 0.2 △ 8.2

５　株式等譲渡所得割交付金 62,448 0.5 56.7 39,845 0.3 80.4

６　法人事業税交付金 21,640 0.2 170.8 7,992 0.1 皆増

７　地方消費税交付金 649,383 5.0 9.1 595,038 4.0 25.1

８　ゴルフ場利用税交付金 17,969 0.1 16.4 15,443 0.1 0.4

９　自動車取得税交付金 0 0.0 △ 100.0 17 0.0 △ 99.9

10　環境性能割交付金 11,641 0.1 7.1 10,874 0.1 104.2

11　地方特例交付金 65,822 0.5 109.5 31,421 0.2 △ 53.5

12　地方交付税 1,083,310 8.3 49.7 723,424 4.9 18.6

13　交通安全対策特別交付金 4,207 0.0 △ 6.4 4,497 0.0 13.7

16　国庫支出金 2,215,159 17.0 △ 54.9 4,909,220 33.2 412.3

17　県支出金 728,848 5.6 5.7 689,318 4.7 5.3

23　町債 794,559 6.1 63.7 485,472 3.3 21.4

　　　　小　　　計 5,770,627 44.3 △ 24.2 7,612,436 51.5 128.4

　　　合　　　　　　計 13,026,803 100.0 △ 11.9 14,779,301 100.0 39.3

自
　
主
　
財
　
源

　
依
　
存
　
財
　
源

令和2年度令和3年度　　　　　　　　　　　　　　　　年度別
区分
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参 考 
 

臨時的収入・経常的収入の状況（普通会計） 
 
                                      （単位：千円・％） 

決算額 構成比 伸率 決算額 構成比 伸率

特定財源 1,488,794 11.4 △ 62.8 3,998,083 27.1 720.5 △ 2,509,289

一般財源 2,389,754 18.4 3.9 2,299,563 15.6 24.9 90,191

小　　計 3,878,548 29.8 △ 38.4 6,297,646 42.7 170.4 △ 2,419,098

特定財源 1,845,803 14.2 11.1 1,661,530 11.3 △ 0.1 184,273

一般財源 7,278,769 56.0 7.1 6,798,899 46.1 3.1 479,870

小　　計 9,124,572 70.2 7.8 8,460,429 57.3 2.5 664,143

合　計 13,003,120 100.0 △ 11.9 14,758,075 100.0 39.4 △ 1,754,955

臨
時
的
収
入

経
常
的
収
入

令和２年度

増減額

令和３年度
　　　　　年度別
区分

 
 （注）この表は、総務省による地方財政状況調査表に基づく普通会計の数値である。 
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  イ 歳出の構成（一般会計） 
    歳出決算額を性質別に区分すると、次表のとおりである。 
 

性質別歳出決算の状況 
（単位：千円・％） 

決算額 構成比 伸率 決算額 構成比 伸率

人件費 2,892,631 24.0 1.3 2,854,776 20.4 2.0 37,855

物件費 1,833,059 15.2 20.0 1,527,993 10.9 △ 6.7 305,066

維持補修費 129,604 1.1 △ 14.4 151,379 1.1 17.9 △ 21,775

扶助費 2,532,647 21.0 40.6 1,801,438 12.9 6.4 731,209

補助費等 1,278,472 10.6 △ 73.5 4,815,757 34.4 257.0 △ 3,537,285

　　小　　　計 8,666,413 71.8 △ 22.3 11,151,343 79.6 46.6 △ 2,484,930

普通建設事業費 422,328 3.5 17.6 359,185 2.6 54.1 63,143

補助事業 151,649 1.3 △ 27.0 207,844 1.5 249.8 △ 56,195

単独事業 270,679 2.2 78.9 151,341 1.1 △ 12.9 119,338

災害復旧事業費 6,842 0.1 △ 1.5 6,948 0.0 △ 75.6 △ 106

　　小　　　計 429,170 3.6 17.2 366,133 2.6 39.9 63,037

公債費 522,925 4.3 △ 3.9 543,978 3.9 3.0 △ 21,053

積立金 1,186,206 9.8 90.9 621,272 4.4 54.7 564,934

投資及び出資金 120,000 1.0 △ 30.2 172,000 1.2 △ 13.9 △ 52,000

貸付金 4,000 0.0 0.0 4,000 0.0 △ 20.0 0

繰出金 1,139,438 9.4 △ 1.4 1,155,104 8.2 5.1 △ 15,666

　　小　　　計 2,972,569 24.6 19.1 2,496,354 17.8 11.8 476,215

合　　　　　　計 12,068,152 100.0 △ 13.9 14,013,830 100.0 38.7 △ 1,945,678

　　　　　　　　年度別
区分

令和３年度

　
そ
　
の
　
他

増減額

消
　
費
　
的
　
経
　
費

令和２年度

内
訳

投
　
資
　
的
　
経
　
費
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 参 考 
 
 

臨時的経費・経常的経費の状況（普通会計） 
 
                                       （単位：千円・％） 

決算額 構成比 伸率 決算額 構成比 伸率

義務的経費 722,285 6.0 1,077.3 61,349 0.4 △ 39.6 660,936

投資的経費 429,170 3.6 17.2 366,133 2.6 39.9 63,037

その他の経費 2,277,569 18.9 △ 55.6 5,131,990 36.7 294.0 △ 2,854,421

小　　計 3,429,024 28.5 △ 38.3 5,559,472 39.7 233.8 △ 2,130,448

義務的経費 5,218,540 43.3 1.6 5,134,192 36.7 4.5 84,348

その他の経費 3,396,905 28.2 3.0 3,298,940 23.6 △ 5.8 97,965

小　　計 8,615,445 71.5 2.2 8,433,132 60.3 0.2 182,313

合　　　計 12,044,469 100.0 △ 13.9 13,992,604 100.0 38.8 △ 1,948,135

経
常
的
経
費

臨
時
的
経
費

令和２年度
増減額

令和３年度
　　　　　　　年度別
区分

 
 （注）この表は、総務省による地方財政状況調査表に基づく普通会計の数値である。 
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ウ 財政分析指数 
   財政運営の健全性や財政構造の弾力性等の指標となるものである。 
 

区  分 令和３年度 令和２年度 令和元年度 

   財政力指数   (３ヵ年平均） 0.858 0.886 0.898 

 実質公債費比率   (３ヵ年平均） △ 2.5 △ 2.1 △ 1.7 

 実質収支比率 （％） 12.3 8.5 6.5 

 経常収支比率 （％） 83.9 90.7 94.6 

  （注）この表は、総務省による地方財政状況調査表に基づく数値である。 

○財政力指数 
 地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過

去 3 年間の平均値。財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の留保財源が大きいことになり、

財源に余裕があるといえる。 
・前年度と比較すると、０．０２８ポイントの減となっている。 
○実質公債費比率 
地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指標として、起債に協議を要

する団体と許可を要する団体の判定に用いられるものであり、１８％以上となる地方公共団体に

ついては、地方債協議制度移行後においても、起債に当たり許可が必要となる。従来からの指数

である起債制限比率について、準元利償還金の範囲等の見直し（公営企業債の元利償還金に対す

る普通会計からの繰入金等の算入等）を行ったもの。 
・前年度と比較すると、０．４ポイントの減となっている。 
○実質収支比率 
 実質収支の標準財政規模に対する割合。実質収支比率が正数の場合は実質収支の黒字、負数の

場合は赤字を示す。 
・前年度と比較すると、３．８ポイントの増となっている。 
○経常収支比率 
 地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指数で、人件費、扶助費、公債費のように

毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財源の額が、地方税、普通交付

税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）、減税補てん債及び臨時財

政対策債の合計額に占める割合。この指標は経常的経費に経常一般財源収入がどの程度充当され

ているかを見るものであり、比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを表す。 
・前年度と比較すると、６．８ポイントの減となっている。 
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８ 一般会計決算の概要 
 （１） 収支の状況 
   令和３年度一般会計の収支状況は、次表のとおりである。 

                                          （単位：円） 

（Ａ） 歳入総額 13,026,803,326 14,779,300,557 10,606,553,554

（B） 歳出総額 12,068,151,896 14,013,830,041 10,100,888,118

（Ｃ） 歳入歳出差引額　　（Ａ－Ｂ） 958,651,430 765,470,516 505,665,436

継続費逓次繰越額 0 0 0

繰越明許費繰越額 2,411,420 152,177,192 51,138,000

事故繰越し額 6,470,000 0 10,857,000

合　　計 8,881,420 152,177,192 61,995,000

（Ｅ） 実質収支 （Ｃ－Ｄ） 949,770,010 613,293,324 443,670,436

（Ｆ） 前年度実質収支 613,293,324 443,670,436 439,588,610

（Ｇ） 単年度収支 （Ｅ－Ｆ） 336,476,686 169,622,888 4,081,826

（Ｈ） 積立金 381,016,868 560,029,342 230,061,077

（Ⅰ） 繰上償還金 0 0 0

（Ｊ ） 積立金とりくずし額 155,000,000 318,000,000 265,000,000

（Ｋ） 実質単年度収支 （Ｇ＋Ｈ＋Ｉ－Ｊ） 562,493,554 411,652,230 △ 30,857,097

令和元年度令和３年度 令和２年度

（Ｄ）
翌年度へ繰り越
すべき財源

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度別
区分

 
 予算現額 １２，８１７，３５５，１９２円に対して、 

  歳入  １３，０２６，８０３，３２６円  収入率 １０１．６％ 

  歳出  １２，０６８，１５１，８９６円  執行率  ９４．２％ で、 

歳入歳出差引額（形式収支額）は、９５８，６５１，４３０円である。 

 この決算規模を前年度と比較すると、歳入で△１，７５２，４９７，２３１円（１１．９％減）、 

歳出で△１，９４５，６７８，１４５円（１３．９％減）、それぞれ減額となっている。 

 歳入歳出差引額（形式収支額）から翌年度へ繰り越すべき財源（繰越明許費繰越額及び事故繰越し額） 

８，８８１，４２０円を差し引いた実質収支額は、９４９，７７０，０１０円である。 

 実質収支額から前年度の実質収支額６１３，２９３，３２４円を差し引いた単年度収支額は、 

３３６，４７６，６８６円である。 

 単年度収支額に積立金３８１，０１６，８６８円を加えた額から積立金とりくずし額１５５，０００，０

００円を差し引いた実質単年度収支額は、５６２，４９３，５５４円となっている。 
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 （２） 歳 入 
年度別歳入決算額の状況 

                                     （単位：円・％） 
比　率 比　率

（対予算） （対調定）

金額 12,817,355,192 13,102,880,192 13,026,803,326 2,815,294 73,261,572 101.6 99.4

対前年比 84.2 88.1 88.1 156.7 76.4 － －

金額 15,217,364,000 14,877,046,018 14,779,300,557 1,796,500 95,948,961 97.1 99.3

対前年比 140.5 139.4 139.3 61.7 161.9 － －

金額 10,833,530,136 10,668,743,102 10,606,553,554 2,910,646 59,278,902 97.9 99.4

対前年比 106.2 103.9 103.9 47.2 100.1 － －

令和
３年度

令和
２年度

令和
元年度

年度 不納欠損額 収入未済額区分 予算現額 調定額 収入済額

 
令和３年度の歳入状況は、予算現額 １２，８１７，３５５，１９２円に対して、 

調定額  １３，１０２，８８０，１９２円、 

収入済額 １３，０２６，８０３，３２６円、 

不納欠損額     ２，８１５，２９４円、 

収入未済額    ７３，２６１，５７２円となっている。 

 収入割合は、予算現額に対して１０１．６％、調定額に対して９９．４％である。 

 

 歳入の根幹をなす町税収入は５，７６５，８８８，９６６円で、歳入総額の４４．３％を占め

ている。 

これは前年度と比較して、△１５，９３０，９７６円で、０．３％の減である。 

対調定徴収率の面では、 

現年度分は、 前年度９８．８％に対して９９．４％で、０．６ポイント上回り、 

滞納繰越分は、前年度５３．８％に対して６０．７％で、６．９ポイント上回り、 

全体として０．３ポイント上回っている。 

その結果、収入未済額は７１，６８８，８７２円で、 

前年度と比較すると２２，３３６，２８９円減少した。 
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款別歳入決算状況 

 （位：円・％） 

比率 比率

（対予算）（対調定）

1 町税 5,657,980,000 5,840,328,632 5,765,888,966 101.9 98.7 44.3 △ 0.3

2 地方譲与税 58,951,000 63,178,000 63,178,000 107.2 100.0 0.5 1.5

3 利子割交付金 3,000,000 3,307,000 3,307,000 110.2 100.0 0.0 △ 17.0

4 配当割交付金 30,000,000 49,157,000 49,157,000 163.9 100.0 0.4 46.0

5 株式等譲渡所得割交付金 28,000,000 62,448,000 62,448,000 223.0 100.0 0.5 56.7

6 法人事業税交付金 23,000,000 21,640,000 21,640,000 94.1 100.0 0.2 170.8

7 地方消費税交付金 500,000,000 649,383,000 649,383,000 129.9 100.0 5.0 9.1

8 ゴルフ場利用税交付金 14,000,000 17,969,029 17,969,029 128.4 100.0 0.1 16.4

9 自動車取得税交付金 1,000 29 29 2.9 100.0 0.0 △ 99.8

10 環境性能割交付金 8,000,000 11,641,000 11,641,000 145.5 100.0 0.1 7.1

11 地方特例交付金 87,526,000 65,822,000 65,822,000 75.2 100.0 0.5 109.5

12 地方交付税 1,059,890,000 1,083,310,000 1,083,310,000 102.2 100.0 8.3 49.7

13 交通安全対策特別交付金 4,000,000 4,207,000 4,207,000 105.2 100.0 0.0 △ 6.4

14 分担金及び負担金 51,068,000 47,476,850 47,476,850 93.0 100.0 0.4 14.4

15 使用料及び手数料 183,497,000 179,252,490 177,615,290 96.8 99.1 1.4 11.1

16 国庫支出金 2,319,824,000 2,215,158,578 2,215,158,578 95.5 100.0 17.0 △ 54.9

17 県支出金 739,820,000 728,847,606 728,847,606 98.5 100.0 5.6 5.7

18 財産収入 5,964,000 7,437,802 7,437,802 124.7 100.0 0.1 15.6

19 寄附金 78,218,000 89,942,500 89,942,500 115.0 100.0 0.7 38.6

20 繰入金 316,811,000 316,791,000 316,791,000 100.0 100.0 2.4 △ 36.8

21 繰越金 765,470,192 765,470,516 765,470,516 100.0 100.0 5.9 51.4

22 諸収入 74,076,000 85,553,160 85,553,160 115.5 100.0 0.7 △ 18.7

23 町債 808,259,000 794,559,000 794,559,000 98.3 100.0 6.1 63.7

  合　　　計 12,817,355,192 13,102,880,192 13,026,803,326 101.6 99.4 100.0 △ 11.9

構成比 伸　率予算現額 調定額 　収入済額
　　　　　　　　　区　分
款　別
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年度別款別収入状況 

    （単位：円・％） 

決算額 構成比 伸率 決算額 構成比 伸率

1 町税 5,765,888,966 44.3 △ 0.3 5,781,819,942 39.1 △ 0.2 △ 15,930,976

2 地方譲与税 63,178,000 0.5 1.5 62,219,000 0.4 1.3 959,000

3 利子割交付金 3,307,000 0.0 △ 17.0 3,983,000 0.0 0.3 △ 676,000

4 配当割交付金 49,157,000 0.4 46.0 33,672,000 0.2 △ 8.2 15,485,000

5 株式等譲渡所得割交付金 62,448,000 0.5 56.7 39,845,000 0.3 80.4 22,603,000

6 法人事業税交付金 21,640,000 0.2 170.8 7,992,000 0.1 皆増 13,648,000

7 地方消費税交付金 649,383,000 5.0 9.1 595,038,000 4.0 25.1 54,345,000

8 ゴルフ場利用税交付金 17,969,029 0.1 16.4 15,443,246 0.1 0.4 2,525,783

9 自動車取得税交付金 29 0.0 △ 99.8 17,346 0.0 △ 99.9 △ 17,317

10 環境性能割交付金 11,641,000 0.1 7.1 10,874,000 0.1 104.2 767,000

11 地方特例交付金 65,822,000 0.5 109.5 31,421,000 0.2 △ 53.5 34,401,000

12 地方交付税 1,083,310,000 8.3 49.7 723,424,000 4.9 18.6 359,886,000

13 交通安全対策特別交付金 4,207,000 0.0 △ 6.4 4,497,000 0.0 13.7 △ 290,000

14 分担金及び負担金 47,476,850 0.4 14.4 41,499,310 0.3 △ 42.0 5,977,540

15 使用料及び手数料 177,615,290 1.4 11.1 159,866,010 1.1 △ 8.7 17,749,280

16 国庫支出金 2,215,158,578 17.0 △ 54.9 4,909,219,558 33.2 412.3 △ 2,694,060,980

17 県支出金 728,847,606 5.6 5.7 689,318,441 4.7 5.3 39,529,165

18 財産収入 7,437,802 0.1 15.6 6,435,519 0.0 △ 4.5 1,002,283

19 寄附金 89,942,500 0.7 38.6 64,897,414 0.4 △ 10.6 25,045,086

20 繰入金 316,791,000 2.4 △ 36.8 501,499,000 3.4 △ 11.4 △ 184,708,000

21 繰越金 765,470,516 5.9 51.4 505,665,436 3.4 8.9 259,805,080

22 諸収入 85,553,160 0.7 △ 18.7 105,182,335 0.7 △ 13.8 △ 19,629,175

23 町債 794,559,000 6.1 63.7 485,472,000 3.3 21.4 309,087,000

　　合　　　計 13,026,803,326 100.0 △ 11.9 14,779,300,557 100.0 39.3 △ 1,752,497,231

　　　　　　　　　区分
款　別

増減額
令和３年度 令和２年度
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年度別町税状況 
                                       （単位：円・％） 

令和３年度

令和２年度

年度 不納欠損額予算現額 調定額　 収入済額　

5,657,980,000 5,840,328,632 5,765,888,966

5,678,622,000

対調定
徴収率

71,688,872 98.7

収入未済額

2,750,794

5,877,484,103 5,781,819,942 1,639,000 94,025,161 98.4

比較増減 △ 20,642,000 △ 37,155,471 △ 15,930,976 1,111,794 △ 22,336,289 0.3

 
 
 

税目別町税収入状況 
                                      （単位：円・％） 

町民税 2,899,995,837 50.3 98.4 2,906,370,898 50.3 98.6 △ 6,375,061 △ 0.2

個　人 2,777,742,087 48.2 98.4 2,746,808,728 47.5 98.6 30,933,359 1.1

法　人 122,253,750 2.1 98.1 159,562,170 2.8 97.6 △ 37,308,420 △ 23.4

固定資産税 2,177,556,970 37.8 99.0 2,197,681,169 38.0 98.1 △ 20,124,199 △ 0.9

軽自動車税 52,936,156 0.9 98.0 50,720,130 0.9 98.4 2,216,026 4.4

町たばこ税 126,510,754 2.2 100.0 120,859,891 2.1 100.0 5,650,863 4.7

都市計画税 508,889,249 8.8 99.1 506,187,854 8.8 98.2 2,701,395 0.5

5,765,888,966 100.0 98.7 5,781,819,942 100.0 98.4 △ 15,930,976 △ 0.3

対調定
徴収率

合　　　計

内
訳

令和３年度

決算額 構成比
対調定
徴収率

　             年度

税目

令和２年度 前年度比較

決算額 構成比 増減額 伸　率
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町税税目別徴収状況 
    （単位：円・％） 

町民税 2,805,550,000 2,906,573,985 2,884,881,690 3,180 21,689,115 102.8 99.3

個　人 2,702,677,000 2,785,670,085 2,764,754,440 3,180 20,912,465 102.3 99.2

法　人 102,873,000 120,903,900 120,127,250 0 776,650 116.8 99.4

固定資産税 2,116,981,000 2,155,229,500 2,143,013,604 0 12,215,896 101.2 99.4

軽自動車税 52,399,000 53,244,700 52,702,300 2,000 540,400 100.6 99.0

町たばこ税 117,795,000 126,510,754 126,510,754 0 0 107.4 100.0

都市計画税 494,343,000 504,400,300 501,518,176 0 2,882,124 101.5 99.4

小　　　計 5,587,068,000 5,745,959,239 5,708,626,524 5,180 37,327,535 102.2 99.4

町民税 24,002,000 41,077,601 15,114,147 2,461,257 23,502,197 63.0 36.8

個　人 19,907,000 37,384,607 12,987,647 1,955,995 22,440,965 65.2 34.7

法　人 4,095,000 3,692,994 2,126,500 505,262 1,061,232 51.9 57.6

固定資産税 40,005,000 43,273,573 34,543,366 181,971 8,548,236 86.3 79.8

軽自動車税 331,000 783,864 233,856 63,557 486,451 70.7 29.8

都市計画税 6,574,000 9,234,355 7,371,073 38,829 1,824,453 112.1 79.8

小　　　計 70,912,000 94,369,393 57,262,442 2,745,614 34,361,337 80.8 60.7

町民税 2,829,552,000 2,947,651,586 2,899,995,837 2,464,437 45,191,312 102.5 98.4

個　人 2,722,584,000 2,823,054,692 2,777,742,087 1,959,175 43,353,430 102.0 98.4

法　人 106,968,000 124,596,894 122,253,750 505,262 1,837,882 114.3 98.1

固定資産税 2,156,986,000 2,198,503,073 2,177,556,970 181,971 20,764,132 101.0 99.0

軽自動車税 52,730,000 54,028,564 52,936,156 65,557 1,026,851 100.4 98.0

町たばこ税 117,795,000 126,510,754 126,510,754 0 0 107.4 100.0

都市計画税 500,917,000 513,634,655 508,889,249 38,829 4,706,577 101.6 99.1

5,657,980,000 5,840,328,632 5,765,888,966 2,750,794 71,688,872 101.9 98.7合　　　計

対予算
徴収率

不納欠損額
対調定
徴収率

内
訳

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

内
訳

現
　
年
　
課
　
税
　
分

内
訳

滞
　
納
　
繰
　
越
　
分

合
　
　
　
計

　　　　　　  　区分
税　目
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 （３） 歳 出 

 

年度別歳出決算額の状況 
                                      （単位：円・％） 

年度別 区　分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

金　　額 12,817,355,192 12,068,151,896 73,140,998 676,062,298 94.2

対前年比 84.2 86.1 16.8 88.0 －

金　　額 15,217,364,000 14,013,830,041 435,617,192 767,916,767 92.1

対前年比 140.5 138.7 203.1 148.2 －

金　　額 10,833,530,136 10,100,888,118 214,468,000 518,174,018 93.2

対前年比 106.2 103.7 593.5 122.2 －

令和
３年度

令和
２年度

令和
元年度

 

令和３年度の歳出状況は、 予算現額 １２，８１７，３５５，１９２円に対して、 

支出済額 １２，０６８，１５１，８９６円で、 

翌年度繰越額   ７３，１４０，９９８円を 

差し引いた   ６７６，０６２，２９８円が不用額となっている。 

執行率は９４．２％である。 

 不用額の主なものは、総務費 ５２，２９６，３３５円、民生費 ２９３，２９６，１３１円、

衛生費 １４４，１５５，６２１円、商工費 ２４，４６１，２７８円、 

土木費 ４１，２０２，３１４円、 消防費 ２１，４４０，５７１円、

教育費 ６３，８１０，４８０円などである。 

 翌年度繰越額については、繰越明許費繰越額として、 

民生費  ６４，２５９，５７８円  商工費 ２，４１１，４２０円 

土木費   ６，４７０，０００円となっている。 
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款別支出決算状況 
 

                                      （単位：円・％） 

1 議　会　費 171,625,000 168,038,930 0 3,586,070 97.9

2 総　務　費 2,430,003,000 2,377,706,665 0 52,296,335 97.8

3 民　生　費 4,800,213,000 4,442,657,291 64,259,578 293,296,131 92.6

4 衛　生　費 1,705,505,192 1,561,349,571 0 144,155,621 91.5

5 農林水産業費 84,824,000 77,599,931 0 7,224,069 91.5

6 商　工　費 278,740,000 251,867,302 2,411,420 24,461,278 90.4

7 土　木　費 1,252,083,000 1,204,410,686 6,470,000 41,202,314 96.2

8 消　防　費 613,520,000 592,079,429 0 21,440,571 96.5

9 教　育　費 926,382,000 862,571,520 0 63,810,480 93.1

10 災害復旧費 7,143,000 6,841,560 0 301,440 95.8

11 公　債　費 524,204,000 522,925,465 0 1,278,535 99.8

12 諸支出金 104,000 103,546 0 454 99.6

13 予　備　費 23,009,000 0 0 23,009,000 0.0

12,817,355,192 12,068,151,896 73,140,998 676,062,298 94.2

執行率

合　　計

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額
　　　　　　　区分
款　別
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年度別款別支出状況 
 

                                         （単位：円・％） 

決算額 構成比 伸　率 決算額 構成比 伸　率

1 議　会　費 168,038,930 1.4 △ 1.1 169,908,073 1.2 △ 0.5 △ 1,869,143

2 総　務　費 2,377,706,665 19.7 △ 53.4 5,098,788,408 36.4 195.8 △ 2,721,081,743

3 民　生　費 4,442,657,291 36.8 15.9 3,832,279,140 27.3 9.0 610,378,151

4 衛　生　費 1,561,349,571 12.9 36.1 1,147,105,310 8.2 △ 3.7 414,244,261

5 農林水産業費 77,599,931 0.6 76.7 43,923,961 0.3 13.4 33,675,970

6 商　工　費 251,867,302 2.1 △ 7.4 272,119,494 1.9 229.5 △ 20,252,192

7 土　木　費 1,204,410,686 10.0 △ 5.7 1,276,853,074 9.1 △ 3.7 △ 72,442,388

8 消　防　費 592,079,429 4.9 1.7 581,970,586 4.2 2.6 10,108,843

9 教　育　費 862,571,520 7.1 △ 17.0 1,039,862,843 7.4 11.9 △ 177,291,323

10 災害復旧費 6,841,560 0.1 △ 1.5 6,947,600 0.0 △ 75.6 △ 106,040

11 公　債　費 522,925,465 4.3 △ 3.9 543,978,000 3.9 3.0 △ 21,052,535

12 諸支出金 103,546 0.0 10.7 93,552 0.0 △ 62.2 9,994

13 予　備  費 0 0.0 － 0 0.0 － 0

12,068,151,896 100.0 △ 13.9 14,013,830,041 100.0 38.7 △ 1,945,678,145

増減額

合　　計

令　和　３　年　度 令　和　２　年　度　　　　　年度別
款　別
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９ 国民健康保険特別会計決算の概要 
 （１） 収支の状況 
     令和３年度国民健康保険特別会計の収支状況は、次表のとおりである。 

 

                                     （単位：円） 

（Ａ） 歳入総額 3,534,919,575 3,331,212,433 3,523,323,799

（Ｂ） 歳出総額 3,461,872,355 3,236,769,352 3,463,622,210

（Ｃ） 歳入歳出差引額　　（Ａ－Ｂ） 73,047,220 94,443,081 59,701,589

継続費逓次繰越額 0 0 0

（Ｄ）
翌年度へ繰り越
すべき財源

繰越明許費繰越額 0 0 0

事故繰越し額 0 0 0

合　　計 0 0 0

（Ｅ） 実質収支 （Ｃ－Ｄ） 73,047,220 94,443,081 59,701,589

（Ｆ） 前年度実質収支 94,443,081 59,701,589 94,488,730

（Ｇ） 単年度収支 （Ｅ－Ｆ） △ 21,395,861 34,741,492 △ 34,787,141

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度別
区分

令和３年度 令和２年度 令和元年度

 

  予算現額 ３，５００，８２２，０００円に対して、 

  歳入  ３，５３４，９１９，５７５円  収入率 １０１．０％ 

  歳出  ３，４６１，８７２，３５５円  執行率  ９８．９％ で、 

歳入歳出差引額（形式収支額）は、７３，０４７，２２０円である。 

 この決算規模を前年度と比較すると、 

歳入で   ２０３，７０７，１４２円（６．１％増）、 

歳出で   ２２５，１０３，００３円（７．０％増）、それぞれ増額となっている。 

 本年度においては、翌年度へ繰り越すべき財源がないので、 

実質収支額は、７３，０４７，２２０円である。 



 - 21 - 

 （２） 歳 入 
 

年度別歳入決算額の状況 
 

（単位：円・％） 

比　率 比　率

（対予算） （対調定）

金　額 3,500,822,000 3,634,031,026 3,534,919,575 18,878,209 80,233,242 101.0 97.3

対前年比 102.7 105.9 106.1 91.7 101.0 － －

金　額 3,409,001,000 3,431,253,737 3,331,212,433 20,585,846 79,455,455 97.7 97.1

対前年比 95.8 94.3 94.5 102.5 82.1 － －

金　額 3,559,014,000 3,640,160,269 3,523,323,799 20,087,016 96,749,454 99.0 96.8

対前年比 91.5 94.3 94.3 92.4 92.8 － －

令和
２年度

令和
元年度

年度 不納欠損額 収入未済額区分 予算現額 調定額 収入済額

令和
３年度

 

 

令和３年度の歳入状況は、 

予算現額     ３，５００，８２２，０００円に対して、 

調定額      ３，６３４，０３１，０２６円、 

収入済額     ３，５３４，９１９，５７５円、 

不納欠損額         １８，８７８，２０９円、 

収入未済額       ８０，２３３，２４２円となっている。 

収入割合は、予算現額に対して１０１．０％、調定額に対して９７．３％である。 

   国民健康保険料の対調定徴収率は８８．０％で、前年比０．１ポイント下回っている。 

対調定徴収率は、現年度分は９３．９％で、前年比１．４ポイント下回っている。 

滞納繰越分は３３．４％で、２．２ポイント上回っている。 
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款別歳入状況 
                                      （単位：円・％） 

比率 比率

（対予算） （対調定）

1 国民健康保険料 675,594,000 826,597,057 727,485,606 107.7 88.0 20.6 △ 1.5

2 使用料及び手数料 3,000 2,100 2,100 70.0 100.0 0.0 △ 46.2

3 県支出金 2,309,656,000 2,298,812,600 2,298,812,600 99.5 100.0 65.0 8.3

4 財産収入 5,000 812 812 16.2 100.0 0.0 △ 77.9

5 繰入金 412,908,000 404,112,631 404,112,631 97.9 100.0 11.4 4.2

6 繰越金 94,443,000 94,443,081 94,443,081 100.0 100.0 2.7 58.2

7 諸収入 2,559,000 4,408,745 4,408,745 172.3 100.0 0.1 △ 18.3

8 国庫支出金 5,654,000 5,654,000 5,654,000 100.0 100.0 0.2 △ 66.3

　　合　　　計 3,500,822,000 3,634,031,026 3,534,919,575 101.0 97.3 100.0 6.1

　　　　　　　　区分
款　別

構成比 伸　率予算現額 調定額 　収入済額

 

 
保険料収入状況 

                                      （単位：円・％） 

区分 年度 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対予算徴収率 対調定徴収率

3 649,292,000 745,840,529 700,500,346 0 45,340,183 107.9 93.9

2 660,036,000 744,216,674 709,069,088 0 35,147,586 107.4 95.3

1 737,401,000 803,597,837 754,203,813 0 49,394,024 102.3 93.9

3 26,302,000 80,756,528 26,985,260 18,878,209 34,893,059 102.6 33.4

2 26,687,000 94,355,514 29,461,799 20,585,846 44,307,869 110.4 31.2

1 33,961,000 100,254,217 32,811,771 20,087,016 47,355,430 96.6 32.7

3 675,594,000 826,597,057 727,485,606 18,878,209 80,233,242 107.7 88.0

2 686,723,000 838,572,188 738,530,887 20,585,846 79,455,455 107.5 88.1

1 771,362,000 903,852,054 787,015,584 20,087,016 96,749,454 102.0 87.1

合
　
計

現
年
度
分

滞
納
繰
越
分
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 （３） 歳 出 

年度別歳出決算額の状況 
                                      （単位：円・％） 

金　額 3,500,822,000 3,461,872,355 0 38,949,645 98.9

対前年比 102.7 107.0 － 22.6 －

金　額 3,409,001,000 3,236,769,352 0 172,231,648 94.9

対前年比 95.8 93.5 － 180.6 －

金　額 3,559,014,000 3,463,622,210 0 95,391,790 97.3

対前年比 91.5 95.1 － 38.4 －

執行率

令和3年度

令和２年度

不用額予算現額 支出済額 翌年度繰越額区　分

令和元年度

年度

 

  

令和３年度の歳出状況は、予算現額３，５００，８２２，０００円に対して、支出済額３，４６

１，８７２，３５５円で、執行率は９８．９％である。不用額は３８，９４９，６４５円で、その

主なものは、保険給付費２４，５５６，９６６円である。 

 

款別歳出状況 
                                       （単位：円・％） 

款 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 構成比 伸 率

１ 総務費 64,491,000 60,808,053 0 3,682,947 94.3 1.8 △ 2.9

２ 保険給付費 2,275,315,000 2,250,758,034 0 24,556,966 98.9 65.0 8.2

３ 国民健康保険事業費納付金 1,000,129,000 1,000,127,326 0 1,674 100.0 28.9 0.0

４ 共同事業拠出金 1,000 36 0 964 3.6 0.0 △ 85.9

５ 保健事業費 24,558,000 19,811,535 0 4,746,465 80.7 0.6 24.6

６ 基金積立金 123,005,000 123,000,812 0 4,188 100.0 3.6 75.7

７ 公債費 62,000 0 0 62,000 0.0 0.0 0.0

８ 諸支出金 7,514,000 7,366,559 0 147,441 98.0 0.2 △ 1.8

９ 予備費 5,747,000 0 0 5,747,000 0.0 0.0 0.0

　　　合　　計 3,500,822,000 3,461,872,355 0 38,949,645 98.9 100.0 7.0
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国民健康保険被保険者等の状況 

 （単位：世帯・人・％） 
                         （令和４年３月 31 日現在） 

（注）国民健康保険事業状況報告書による。 

退職被保険者等 構成比 構成比

令和３年度 4,769 7,530 0 0.0 100.0

令和２年度 4,867 7,791 0 0.0 100.0

令和元年度 4,827 7,803 1 0.0 100.0

年度
被保険者数の内訳

一般被保険者
被保険者数世帯数

7,802

7,791

7,530

 
 
 

保険給付費支出状況 
                                     （単位：円・％） 

決算額 伸　率 決算額 伸　率

療養諸費 1,977,566,753 8.1 1,829,363,734 △ 6.6 148,203,019

高額療養費 261,749,830 9.4 239,299,888 △ 3.9 22,449,942

移送費 0 皆減 26,690 皆増 △ 26,690

出産育児諸費 9,136,748 △ 5.1 9,632,410 △ 14.1 △ 495,662

葬祭諸費 2,150,000 △ 2.3 2,200,000 10.0 △ 50,000

傷病手当金 154,703 皆増 ― ― 154,703

　　　　合　　計 2,250,758,034 8.2 2,080,522,722 △ 6.3 170,235,312

増減額区　分

保
　
険
　
給
　
付
　
費

令和３年度 令和２年度
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１０ 後期高齢者医療特別会計決算の概要 
 （１） 収支の状況 
     令和３年度後期高齢者医療特別会計の収支状況は、次表のとおりである。 
 
                                     （単位：円） 

（Ａ） 歳入総額 1,100,940,495 1,119,685,986 1,044,200,161

（Ｂ） 歳出総額 1,031,153,409 1,049,172,460 977,682,556

（Ｃ） 歳入歳出差引額　　（Ａ－Ｂ） 69,787,086 70,513,526 66,517,605

継続費逓次繰越額 0 0 0

繰越明許費繰越額 0 0 0

事故繰越し額 0 0 0

　　　合　　計 0 0 0

（Ｅ） 実質収支 （Ｃ－Ｄ） 69,787,086 70,513,526 66,517,605

（Ｆ） 前年度実質収支 70,513,526 66,517,605 62,051,351

（Ｇ） 単年度収支 （Ｅ－Ｆ） △ 726,440 3,995,921 4,466,254

（Ｄ）
翌年度へ繰り
越すべき財源

令和３年度 令和元年度令和２年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     年度別
区分

  

予算現額 １，１１３，９９７，０００円に対して、 

  歳入  １，１００，９４０，４９５円  収入率  ９８．８％ 

  歳出  １，０３１，１５３，４０９円  執行率  ９２．６％ で、 

歳入歳出差引額（形式収支額）は、６９，７８７，０８６円である。 

 この決算規模を前年度と比較すると、 

歳入で  △１８，７４５，４９１円（１．７％減）、 

歳出で  △１８，０１９，０５１円（１．７％減）、それぞれ減額となっている。 

本年度においては、翌年度へ繰り越すべき財源がないので、 

実質収支額は、６９，７８７，０８６円である。 
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 （２） 歳 入 
年度別歳入決算額の状況 

                                        （単位：円・％） 

比　率 比　率

（対予算） （対調定）

金　額 1,113,997,000 1,108,874,676 1,100,940,495 1,768,230 6,165,951 98.8 99.3

対前年比 97.1 98.4 98.3 161.6 97.7 － －

金　額 1,147,299,000 1,127,088,746 1,119,685,986 1,093,890 6,308,870 97.6 99.3

対前年比 111.1 107.2 107.2 81.2 112.8 － －

金　額 1,032,329,000 1,051,139,261 1,044,200,161 1,347,640 5,591,460 101.1 99.3

対前年比 100.2 103.6 103.6 135.2 94.5 － －

令和
３年度

令和
２年度

令和
元年度

年度 不納欠損額 収入未済額区分 予算現額 調定額 収入済額

 
令和３年度の歳入状況は、予算現額１，１１３，９９７，０００円に対して、 

調定額１，１０８，８７４，６７６円、収入済額１，１００，９４０，４９５円となっている。 

  収入割合は、予算現額に対して９８．８％、調定額に対して９９．３％である。 

  収入未済額は６，１６５，９５１円で、前年度と比較すると１４２，９１９円減額となった。 

不納欠損額は１，７６８，２３０円で、前年度と比較すると６７４，３４０円増額となった。 

 
 
 

款別歳入状況 
                                        （単位：円・％） 

比率 比率
（対予算） （対調定）

647,351,000 643,226,200 635,292,019 98.1 98.8 57.7 0.7

1,000 900 900 90.0 100.0 0.0 △ 72.7

395,040,000 393,868,700 393,868,700 99.7 100.0 35.8 △ 6.3

70,513,000 70,513,526 70,513,526 100.0 100.0 6.4 6.0

1,092,000 1,265,350 1,265,350 115.9 100.0 0.1 △ 4.5

1,113,997,000 1,108,874,676 1,100,940,495 98.8 99.3 100.0 △ 1.7

伸　率予算現額 調定額 　収入済額 構成比

1 後期高齢者医療
保険料

合　　　計

款　

2 使用料及び手数
料

3 繰入金

5 諸収入

4 繰越金
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（３） 歳 出 

 
年度別歳出決算額の状況 

                                       （単位：円・％） 

金　額 1,113,997,000 1,031,153,409 0 82,843,591 92.6

対前年比 97.1 98.3 － 84.4 －

金　額 1,147,299,000 1,049,172,460 0 98,126,540 91.4

対前年比 111.1 107.3 － 179.6 －

金　額 1,032,329,000 977,682,556 0 54,646,444 94.7

対前年比 100.2 103.4 － 64.6 －

支出済額 翌年度繰越額区　分

令和元年度

年度 執行率

令和３年度

令和２年度

不用額予算現額

 
  

令和３年度の歳出状況は、予算現額１，１１３，９９７，０００円に対して、 

支出済額１，０３１，１５３，４０９円で、執行率は９２．６％である。 

不用額は８２，８４３，５９１円で、その主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金 

３０，４６０，９７７円、予備費５１，１８１，０００円である。 

 
款別歳出状況 

                                      （単位：円・％） 

款 予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額 執行率 構成比 伸率

1 総務費 7,288,000 6,118,076 0 1,169,924 83.9 0.6 34.4

2 後期高齢
者医療広域
連合納付金

1,054,156,000 1,023,695,023 0 30,460,977 97.1 99.3 △ 1.9

3 諸支出金 1,372,000 1,340,310 0 31,690 97.7 0.1 5.7

4 予備費 51,181,000 0 0 51,181,000 0.0 0.0 0.0

　合　　計 1,113,997,000 1,031,153,409 0 82,843,591 92.6 100.0 △ 1.7
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１１ 介護保険特別会計決算の概要 
 
 （１） 収支の状況 
     令和３年度介護保険特別会計の収支状況は、次表のとおりである。 
 
                                     （単位：円） 

（Ａ） 歳入総額 3,135,293,341 2,967,931,653 3,001,447,392

（Ｂ）歳出総額 2,997,937,369 2,896,474,683 2,900,219,231

（Ｃ） 歳入歳出差引額　　（Ａ－Ｂ） 137,355,972 71,456,970 101,228,161

継続費逓次繰越額 0 0 0

繰越明許費繰越額 0 0 0

事故繰越し額 0 0 0

　　　合　　計 0 0 0

（Ｅ） 実質収支 （Ｃ－Ｄ） 137,355,972 71,456,970 101,228,161

（Ｆ） 前年度実質収支 71,456,970 101,228,161 165,519,298

（Ｇ）単年度収支 （Ｅ－Ｆ） 65,899,002 △ 29,771,191 △ 64,291,137

令和３年度 令和元年度令和2年度

（Ｄ）
翌年度へ繰り
越すべき財源

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度別
区分

 
予算現額 ３，１０３，１９６，０００円に対して、 

歳入  ３，１３５，２９３，３４１円  収入率 １０１．０％ 

歳出  ２，９９７，９３７，３６９円  執行率  ９６．６％ で、 

歳入歳出差引額（形式収支額）は、１３７，３５５，９７２円である。 

この決算規模を前年度と比較すると、 

歳入で   １６７，３６１，６８８円（５．６％増）、 

歳出で   １０１，４６２，６８６円（３．５％増）、それぞれ増額となっている。 

本年度においては、翌年度へ繰り越すべき財源がないので、 

実質収支額は、１３７，３５５，９７２円である。 
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 （２） 歳 入 
年度別歳入決算額の状況 

                                        （単位：円・％） 
比　率 比　率

（対予算） （対調定）

金　額 3,103,196,000 3,144,201,140 3,135,293,341 2,631,888 6,275,911 101.0 99.7

対前年比 100.1 105.6 105.6 138.5 83.8 － －

金　額 3,100,454,000 2,977,318,607 2,967,931,653 1,900,222 7,486,732 95.7 99.7

対前年比 99.8 98.8 98.9 48.7 84.3 － －

金　額 3,107,968,000 3,014,225,062 3,001,447,392 3,901,300 8,876,370 96.6 99.6

対前年比 101.5 101.8 101.9 80.7 75.9 － －

収入未済額区分 予算現額 調定額 収入済額

令和
３年度

令和
２年度

年度

令和
元年度

不納欠損額

 

 令和３年度の歳入状況は、予算現額３，１０３，１９６，０００円に対して、 

調定額３，１４４，２０１，１４０円、収入済額３，１３５，２９３，３４１円、 

不納欠損額２，６３１，８８８円、収入未済額６，２７５，９１１円となっている。 

収入割合は、予算現額に対して１０１．０％、調定額に対して９９．７％である。 

 この結果、収入未済額は６，２７５，９１１円で、前年度と比較すると１，２１０，８２１円減額

に、不納欠損額は２，６３１，８８８円で、前年度と比較すると７３１,６６６円増額となった。 

 
款別歳入状況 

                                        （単位：円・％） 
比率 比率

（対予算） （対調定）

１ 介護保険料 590,422,000 641,230,906 632,323,107 107.1 98.6 20.2 2.3

２ 使用料及び手数料 1,000 0 0 0.0 0.0 0.0 皆減

３ 国庫支出金 692,682,000 703,040,745 703,040,745 101.5 100.0 22.4 12.5

４ 支払基金交付金 774,966,000 773,472,529 773,472,529 99.8 100.0 24.7 6.6

5 県支出金 436,409,000 431,920,072 431,920,072 99.0 100.0 13.8 2.4

6 財産収入 30,000 6,594 6,594 22.0 100.0 0.0 △ 47.2

７ 繰入金 537,125,000 523,011,155 523,011,155 97.4 100.0 16.7 9.8

８ 繰越金 71,456,000 71,456,970 71,456,970 100.0 100.0 2.3 △ 29.4

９ 諸収入 105,000 62,169 62,169 59.2 100.0 0.0 △ 19.6

　　合　　　計 3,103,196,000 3,144,201,140 3,135,293,341 101.0 99.7 100.0 5.6

款　 構成比 伸　率予算現額 調定額 　収入済額
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 （３） 歳 出 
年度別歳出決算額の状況 

                                        （単位：円・％） 

金　額 3,103,196,000 2,997,937,369 0 105,258,631 96.6

対前年比 100.1 103.5 － 51.6 －

金　額 3,100,454,000 2,896,474,683 0 203,979,317 93.4

対前年比 99.8 99.9 － 98.2 －

金　額 3,107,968,000 2,900,219,231 0 207,748,769 93.3

対前年比 101.5 104.3 － 73.6 －

執行率

令和３年度

令和２年度

不用額予算現額 支出済額 翌年度繰越額区　分年度

令和元年度

 

令和３年度の歳出状況は、予算現額３，１０３，１９６，０００円に対して、 

支出済額２，９９７，９３７，３６９円で、執行率は９６．６％である。 

 不用額は１０５，２５８，６３１円で、その主なものは、保険給付費７３，３４２，７１８円、 

地域支援事業費１５，４６３，００３円である。 

 

款別歳出状況 
                                      （単位：円・％） 

款 予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額 執行率 構成比 伸率

１ 総務費 67,309,000 61,854,075 0 5,454,925 91.9 2.1 △ 3.5

2 保険給付費 2,805,921,000 2,732,578,282 0 73,342,718 97.4 91.1 3.8

3 保健福祉事業費 9,135,000 6,932,000 0 2,203,000 75.9 0.2 △ 6.2

4 地域支援事業費 150,356,000 134,892,997 0 15,463,003 89.7 4.5 △ 1.9

5 基金積立金 50,030,000 50,006,594 0 23,406 100.0 1.7 0.0

６ 公債費 21,000 0 0 21,000 0.0 0.0 0.0

７ 諸支出金 14,744,000 11,673,421 0 3,070,579 79.2 0.4 114.9

８ 予備費 5,680,000 0 0 5,680,000 0.0 0.0 0.0

合　　計 3,103,196,000 2,997,937,369 0 105,258,631 96.6 100.0 3.5
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 １２ 実質収支に関する調書 
 
    政令に基づき決算とともに調製された、実質収支に関する調書については、 

次表のとおりである。 
    その収支の計数は、各会計とも正確なものであると認められた。 
 
                                      （単位：円） 

国民健康保険 後期高齢者医療 介　護　保　険

特　別　会　計 特　別　会　計 特　別　会　計

13,026,803,326 3,534,919,575 1,100,940,495 3,135,293,341

12,068,151,896 3,461,872,355 1,031,153,409 2,997,937,369

958,651,430 73,047,220 69,787,086 137,355,972

継続費逓
次繰越額

0 0 0 0

繰越明許
費繰越額

2,411,420 0 0 0

事故繰越
し額

6,470,000 0 0 0

合　計 8,881,420 0 0 0

949,770,010 73,047,220 69,787,086 137,355,972

歳入総額（A）

一般会計

実質収支額

歳出総額（B）

歳入歳出差引
額
（形式収支額）
（A－B）

翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源

　　　　　会計別
区分
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１３ 財産に関する調書 
 

（１）公有財産 

    ア 土地及び建物 

       土地の本年度末現在高は１，１１１，７３６．３２㎡であり、前年度末より、１１１．９０㎡増加してい

る。 

       また、建物の本年度末現在高は７９，１０１．４３㎡で前年度末より２４．３０㎡増加している。 

    イ 動産 

       動産（船舶）の本年度末現在高は１隻であり、前年度末と同じである。なお、平成２９年度に購

入したレスキュー艇であるが、これまで記載が漏れていた。 

    ウ 物権 

       物権（地上権）の本年度末現在高は１０５．７５㎡であり、前年度末と同じである。 

    エ 有価証券 

       有価証券の本年度末現在高は１９，０６０，０００円であり、前年度末と同じである。 

    オ 出資による権利 

 出資による権利の本年度末現在高は４９，４８８，８３７円であり、前年度末と同じである。 

 

（２）物 品 

     物品の本年度末現在高は２８０点であり、前年度末から１４点増加となっている。 

 

（３）基 金 

ア 積立基金 

本年度末現在高は財政調整基金ほか５件で、総額は前年度末より８５７，５０２，９１４円増

の３，４４５，３２５，９７３円となっている。 

   イ 定額基金 

       本年度末現在高は土地開発基金ほか１件で、総額は前年度末より３，３８０円増の 

１７１，１７２，４６０円となっている。 

ウ 土地開発基金（不動産） 

本年度末現在高は４，８１４．００㎡で、前年度末と同じである。 
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１４ 基金の運用状況に関する調書 
 本年度における基金の運用状況については、次表のとおりである。 
                                       （単位：円） 

区　分 種　　　類 令和２年度末現在高 年度中増減高 令和３年度末現在高

財政調整基金 1,003,394,158 226,016,868 1,229,411,026

公共公益施設整備基金 1,077,131,257 638,514,547 1,715,645,804

汚水処理施設管理基金 0 0 0

都市計画事業整備基金 0 0 0

ふるさと葉山みどり基金 79,256,173 2,945,591 82,201,764

教育基金 25,742,772 2,018,502 27,761,274

国民健康保険事業運営基金 74,299,759 8,000,812 82,300,571

介護保険給付費支払基金 327,998,940 △ 19,993,406 308,005,534

　　　小　　　　　計 2,587,823,059 857,502,914 3,445,325,973

土地開発基金 168,169,080 3,380 168,172,460

高額療養費貸付基金 3,000,000 0 3,000,000

　　　小　　　　　計 171,169,080 3,380 171,172,460

2,758,992,139 857,506,294 3,616,498,433

積
　
　
立
　
　
基
　
　
金

定
額
基
金

　　　　　　合　　　　　　　計

 
 

区 分 種   類 令和２年度末現在高 年度中増減高 令和３年度末現在高 

不動産 

（土地） 
土地開発基金 4,814.00 ㎡ ― ㎡ 4,814.00 ㎡ 

 

 上記の基金運用状況については、それぞれの目的に沿って事業が執行され、各項目別の金額は、 

適正に処理されているものと認められた。また、その計数についても正確なものと認められた。 
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１５ むすび   

 

 令和３年度葉山町一般会計及び特別会計３件の歳入歳出決算並びに基金の運用状況

等の審査概要は、前記のとおりである。 

 

令和３年度は、前年度に引続き新型コロナウイルス感染症拡大の多大な影響を受け

た形となった。 

 令和３年５月１２日から６月２０日まで「まん延防止等重点措置」、８月２日から９

月３０日までが３回目の「緊急事態宣言」、令和４年１月２１日から３月２１日までが

再び「まん延防止等重点措置」となり、常に高い警戒感を持ちながらの事業執行とな

った。 

時期、内容にもよるが各課においては、事業の実施・延期・中止など困難な判断が

求められたほか、会合、研修会、講演会などオンライン等による実施を試みるなど工

夫し開催された。 

また、コロナ対策に係る町民の生活を守るための、新型コロナウイルスワクチン予

防接種事業や子育て世帯への臨時特別給付金事業など支援事業が行われた。 

 大規模事業（公共下水道、クリーンセンター再整備、学校給食センター建設、公共

施設再整備）については、令和３年度の税収状況を確認しながら進められた。 

 

 会計別の収支をまとめると､一般会計の歳入決算額は１３，０２６，８０３千円、歳

出決算額は１２，０６８，１５２千円、歳入歳出差引額は９５８，６５１千円で、翌

年度に繰り越すべき財源８，８８１千円を差し引いた実質収支額は９４９，７７０千

円の黒字となっている（千円未満は四捨五入。以下同じ）。 

 歳入では、前年度と比較すると１，７５２，４９７千円の減額（１１．９％減）と

なっており､これを財源区分で見ると、自主財源は８９，３１１千円の増額（１．２％

増）、依存財源は１，８４１，８０９千円の減額（２４．２％減）となっている。 

次に歳出では、前年度と比較すると１，９４５，６７８千円の減額（１３．９％減）

となっている。この内訳として、 

消費的経費は、総額として２，４８４，９３０千円の減額となったが、その要因は、 

人件費の       ３７，８５５千円の増額（１．３％増）、 

物件費の      ３０５，０６６千円の増額（２０．０％増）、 

維持補修費の     ２１，７７５千円の減額（１４．４％減）、 

扶助費の      ７３１，２０９千円の増額（４０．６％増）、 

補助費等の   ３，５３７，２８５千円の減額（７３．５％減）である。 

投資的経費は、総額として６３，０３７千円の増額となったが、その要因は、 

普通建設事業費の   ６３，１４３千円の増額（１７．６％増）、 

災害復旧事業費の      １０６千円の減額（１．５％減）である。 

その他経費は、総額として４７６，２１５千円の増額となったが、その要因は、 
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公債費の      ２１，０５３千円の減額（３．９％減）、 

積立金の     ５６４，９３４千円の増額（９０．９％増）、 

投資及び出資金の  ５２，０００千円の減額（３０．２％減）、 

繰出金の      １５，６６６千円の減額（１．４％減）である。 

 

 次に、３つの特別会計の決算状況は、歳入決算額合計が７，７７１，１５３千円、

歳出決算額合計が７，４９０，９６３千円、歳入歳出差引額は２８０，１９０千円で、

翌年度に繰り越すべき財源がないので、実質収支額は２８０，１９０千円の黒字とな

っている。  

 

 令和３年度の町税及び保険料等の収入状況は、次のとおりである。 

一般会計では、歳入の根幹をなす町税の収入済額は５，７６５，８８９千円で、予

算現額５，６５７，９８０千円を１０７，９０９千円上回り、対予算比率１０１．９％、

前年度の５，７８１，８２０千円に対して１５，９３１千円、０．３％の減であった。 

収入未済額は７１，６８９千円で、前年度の９４，０２５千円と比較すると２２，

３３６千円の減額となり、不納欠損額は２，７５１千円で、前年度の１，６３９千円

と比較すると１，１１２千円の増額であった。 

 

国民健康保険特別会計では、国民健康保険料の収入済額は７２７，４８６千円で、

予算現額６７５，５９４千円を５１，８９２千円上回り、対予算比率１０７．７％、

前年度の７３８，５３１千円に対して１１，０４５千円、１．５％の減となった。 

収入未済額は８０，２３３千円で、前年度の７９，４５５千円に対して７７８千円

の増額となり、不納欠損額は１８，８７８千円で、前年度の２０，５８６千円に対し

て１，７０８千円の減額であった。 

 

 後期高齢者医療特別会計では、後期高齢者医療保険料の収入済額は６３５，２９２

千円で、予算現額６４７，３５１千円を１２，０５９千円下回り、対予算比率９８．

１％、前年度の６３１，１６８千円に対して４，１２４千円、０．７％の増となった。 

収入未済額は６，１６６千円で、前年度の６，３０９千円に対して１４３千円の減

額となり、不納欠損額は１，７６８千円で、前年度の１，０９４千円に対して６７４

千円の増額であった。 

 

介護保険特別会計では、介護保険料の収入済額は６３２，３２３千円で、予算額５

９０，４２２千円を４１，９０１千円上回り、対予算比率１０７．１％、前年度の６

１７，９６０千円に対して１４，３６３千円、２．３％の増となった。 

収入未済額は６，２７６千円で、前年度の７，４８７千円に対して１，２１１千円

の減額となり、不納欠損額は２，６３２千円で、前年度の１，９００千円に対して７

３２千円の増額であった。 
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 徴収業務の収納率向上については、コロナ禍のため、対面徴収が思い通りにいか

ない中、積極的な徴収を控え、支払いの相談に応じる通知をするなど様々な取組み

が行われて努力されている。 

町税全体では、コロナ禍における徴収猶予の特例措置による影響がある中、対調

定徴収率は、前年より０．３ポイント増加している。 

町財政の安定と町税、保険料、使用料等の負担の公平性の維持のため、徴収率の維

持、向上に努めるとともに、コロナ禍における所得の減少が見込まれることなどから、

町民生活の実態に即した対応を基本として財源確保に努められたい。 

 

不用額は、一般会計では６７６，０６２千円で、前年度７６７，９１７千円に対し

て９１，８５５千円、１２．０％の減であった。不用額が生じた主な要因は、入札差

金によるもの並びにコロナ禍の影響による会議や出張等のオンライン化による旅費の

未執行や事業の縮小及び事業の中止・延期によるものであったが、入札差金に係るも

のは、予算計上の際は充分に精査し、適切な予算編成に努められたい。 

 

各団体への補助金等は、事業の運営を目的としたものについては、事業自体が開催

できない・開催されない等の理由により、支出した補助金等を戻入してもらうケース

が多くみられた。 

 

積立基金の令和３年度末現在高は３，４４５，３２６千円で、令和２年度末現在高

２，５８７，８２３千円から８５７，５０３千円（３３．１％）増加している。 

 

財務処理においては、概ね適切に処理されていたが、気になる点があった。起案用

紙の決裁日未記載である。中堅職員が作成した書類に多く見受けられた。 

服務処理は例年になく指摘事項が多かった。出勤簿においては、出勤押印、出張、

年休、特休の未記載、休暇簿においては、休暇押印、上司等の印漏れがあった。新型

コロナウイルスによるワクチン接種や濃厚接触者などの特別休暇があり、記載方法が

複雑化したこともあるが、注意してほしい。 

上記はいずれも大事には至らないケースではあるが、決裁する際には、基本を忠実

に行い、適切な処理を行うよう努めていただきたい。 

 

一般会計の財政分析指標では、経常収支比率が８３．９％と前年より６．８ポイン

ト減少している。この主な要因としては、地方交付税が１，０８３，３１０千円で、

前年度の７２３，４２４千円に対して４９．７％の３５９，８８６千円の増額、臨時

財政対策債発行額が７０４，１５９千円で前年度の４６９，２７２千円に対して、５

０．１％の２３４，８８７千円の増額、地方消費税交付金が６４９，３８３千円で、

前年度の５９５，０３８千円に対して９．１％の５４，３４５千円増額したことによ

るものである。町の財政構造の弾力性を判断するための指標として、引続き次年度以
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降も推移を見守っていくことが必要である。 

 

新型コロナウイルスワクチン接種事業、子育て世帯への臨時特別給付金給付事業を

滞りなく遂行したことは評価する。 

コロナ禍の副産物とは言わないが、ある課では会議等の見直しの機会になった、ま

た、教育委員会のＧＩＧＡスクールは懸案事項はあるもののオンライン授業などが軌

道に乗ってきたとの報告があった。 

非常事態の状況下であっても遅れることなく、当初のスケジュールに沿った計画の

策定を進められたい。 

財政見通しが不透明な状況はまだ続きそうだが、大規模事業（公共下水道、クリー

ンセンター再整備、学校給食センター建設、公共施設再整備）が複数年見込まれてお

り、令和７年１月には「町制施行１００周年」の節目があることから、引続き状況に

応じた柔軟な対応と適正かつ慎重な財政運営を行ってもらいたい。 

 


